予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：工鉱業振興費
	事業名 新　道の駅を活用したEV・PHV普及促進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　商工労働部　新産業振興課　次世代エネルギー係　電話番号：058-272-1111（内2935）

　　　　　　　E-mail：c11353@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　2,384千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	2,384
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	2,384

	決定額
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

岐阜県では運輸部門におけるエネルギー消費の削減と再生可能エネルギーの有効活用を目的として電気自動車（以下「ＥＶ」という。）・プラグインハイブリッド自動車（以下「ＰＨＶ」という。）の本格的な普及に向けて各種施策に取り組んでいる。

平成２５度までは「岐阜県ＥＶ・ＰＨＶタウン推進マスタープラン」で定めた行動指針による普及啓発活動や国の次世代自動車充電インフラ整備促進事業を活用した施策を推進してきた。
平成２６年度からは「岐阜県次世代エネルギービジョン」で掲げる目標実現のため、本格的な普及期突入を睨んだ充電インフラ導入支援や啓発活動を行ってきた。　　　　　　　　　　　　　
（２）事業内容
　　○EV・PHV貸出業務委託費   2,384千円
充電インフラの充実が著しい道の駅を周遊するプランを企画し、併せて県内自動車ディーラーからの支援体制を基に、県民向けのEV・PHVの貸出し業務を行う。
　
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	委託料
	2,384
	旅行業者等へのEV・PHV貸出業務委託費

	合計
	2,384
	


　

	　決定額の考え方　
　類似事業の実績を勘案し、計上を見送ります。



４　参考事項

（1） 各種計画での位置づけ
岐阜県次世代エネルギービジョン

（2） 国・他県の状況
経済産業省がＥＶ・ＰＨＶの普及に先進的に取り組む自治体として、岐阜県を含めて全国で18の都府県を「ＥＶ・ＰＨＶタウン」に選定している。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成２２年度に策定した「岐阜県次世代エネルギービジョン」で設定した普及目標値「２０１５年に県内で１６,０００台の次世代自動車を導入」の達成が困難な状況にある。
　この状況を打開するため、次世代機の投入が見込まれる２０１７年度までを目処に、重点的に取り組む。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目標値
	達成率

	ＥＶ・ＰＨＶの導入台数
	    （H　）
	2,649台
（H26）
	3,082台
（H27.8）
	16,000台
（H27）
	％
19.2

	
	（H　）
	(H　)
	(H　)
	(H　)
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容
　○次世代自動車普及促進人材育成事業
　○道の駅保有市町村への充電器設置に向けた事業化支援


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　○県内自動車ディーラーにおけるEV非稼働時の車両提供に関する支援体制の構築
　○道の駅への充電器設置の拡大　（H26）14箇所→（H28.2見込）33箇所


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○


	・岐阜県次世代エネルギービジョンに掲げる省エネルギー対策において、運輸部門の省エネルギー化を達成するためには、次世代自動車の普及促進が必要不可欠である。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

－

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

－
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
　特に、普及の阻害要因となっている、EVの航続距離に対するユーザーの誤った認識の改善が課題である。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

これまでに別途実施した、実証試験や各種調査の結果を分析して、より効率的に県費を投入して普及啓発活動を行い、次世代自動車導入促進を図る。


